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○「中小会計要領」の集中広報・普及期間が平成２６年度をもって最終年度を迎えることから、普及・活用の状況を把握
するため、中小企業と認定支援機関（税理士・税理士法人及び金融機関）に対してアンケート調査を実施した。

「中小企業における会計の実態調査」について

アンケート調査の概要
１．アンケート配布
（１）中小企業：５，０００社
（２）認定支援機関向け（税理士・税理士法人：４，５００社、金融機関：５００行）

２．サンプルの取り方
中小企業については、東京商工リサーチ（株）保有のデータベースを使用。経済センサス（総

務省）記載の都道府県別、産業大分類別の企業立地割合に応じて抽出した。
税理士・税理士法人については、認定支援機関データベースを使用。中小企業白書２０１４

年版（中小企業庁）記載の中小企業の都道府県別立地の割合に応じて抽出した。
金融機関については、認定支援機関データベースを使用。地方銀行、第二地方銀行、信用
金庫、信用組合から各１支店をランダムに抽出した。（一部東京都、大阪府など大都市圏を

中心に立地する金融機関からは２支店を抽出し、５００行となるように調整した。）

３．回収
（１）中小企業：８６２社（回収率１７．２％）
（２）認定支援機関向け

税理士・税理士法人：７３６社（回収率１６．４％）
金融機関：２４２行（回収率４８．４％）

１



２

①知っている

24.4%

②知らない

75.6%

①導入している
31.2%

②完全に導入して

いるかは分からな

いが、従前から

行っている会計処

理が中小会計要

領にほとんど拠っ

ている
30.2%

③導入していない
14.6%

④会計専門家に

任せているため

把握していない
24.1%

※有効回答：199件

中小会計要領の認知度

認知先における導入状況

○中小会計要領の認知度は、２４．４％。
○導入率は、認知先の３１．２％（全体の７．６％（２４．４％×３１．２％））。
○また、中小会計要領に「ほぼ準拠している」を加えると、認知先の６割が会計要領に拠っている（全体では１５．０％）。
○導入したきっかけは、「会計専門家からの勧め」が６割を占め、「経営改善に取り組むため」が４割弱、「保証割引等を利用するため」が３割
と続いている。

中小企業からの回答（中小会計要領の認知度、導入状況（１））

38.7%

30.6%

61.3%

0.0%

6.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

①会計情報を活用して自社の経営改善に取り

組むため

②信用保証協会の割引制度や日本政策金融

公庫の優遇金利での融資を受けるため

③会計専門家に勧められたため

④補助金の受給に有利なため

⑤その他

※有効回答：62件
「導入している」と回答した企業

導入したきっかけ

※有効回答：824件



３

税理士・税理士法人からの回答（中小会計要領、中小会計指針への準拠割合）

○税理士・税理士法人の顧問先において、中小会計要領に完全準拠している企業の比率は５２％。
○ただし、各項目が重複している（中小会計要領、中小会計指針ともに満たす顧問先あり）という回答が６６％、重複しな
いという回答が３４％となっており、税理士・税理士法人の２／３が重複関係にあると回答している。

○なお、重複しないとしている者のみの集計においても、中小会計要領の完全準拠比率は４８％となっている。

52.4%

40.8%

28.3%

38.6%

①中小会計要領に完全準拠

②中小会計要領に部分準拠

③中小会計指針に完全準拠

④中小会計指針に部分準拠

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

※有効回答：723件

48.4%

24.7%

7.4%

5.4%

①中小会計要領に完全準拠

②中小会計要領に部分準拠

③中小会計指針に完全準拠

④中小会計指針に部分準拠

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

※有効回答：247件

54.6%

49.4%

39.4%

56.4%

①中小会計要領に完全準拠

②中小会計要領に部分準拠

③中小会計指針に完全準拠

④中小会計指針に部分準拠

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

※有効回答：476件

準拠割合（単純集計）

各項目が重複しないと捉えている者のみを集計（合算値≦１００％）

各項目が重複していると捉えている者のみを集計（合算値＞１００％）



中小会計要領の普及実態について

○中小会計要領の普及に関して、中小企業の認識と適用実態との間には大幅な乖離が生じている。
○中小会計要領の一部準拠と中小会計指針の一部準拠は、相当程度重複している模様。

【普及実態推計】
○中小会計要領（完全準拠）の普及率は５割程度（うち、経営者が認識しているのは１割程度）。
○中小会計指針（完全準拠）の普及率に関しては、税理士間の認識に大幅な差異がある（１～４割程度）。

４

中小法人

完全準拠
（４割程度）

中小会計要領完全準拠
（経営者が認識）

（１割程度）
上場企業ルール

その他
（１割）

中小会計指針
完全準拠

１～４割

一部準拠 一部準拠

重複



中小企業からの回答（業種別）

５

○業種別の認知度及び導入度を見ると、卸・小売業、サービス業の割合が比較的高くなっている。

（参考）業種別回答構成比

業種別の認知先における導入度

知っている 知らない

建設業 24.4％ 75.6％

製造業 20.1％ 24.6％

卸・小売業 24.6％ 75.4％

飲食店・宿泊業 19.7％ 80.3％

不動産業 19.6％ 80.4％

サービス業 26.9％ 73.1％

情報通信・運輸・その他 32.9％ 67.1％

「導入している」 「導入している」＋「ほぼ導入している」

建設業 7.3％ 15.9％

製造業 6.0％ 11.9％

卸・小売業 8.2％ 17.0％

飲食店・宿泊業 6.6％ 11.5％

不動産業 4.3％ 8.7％

サービス業 9.0％ 15.0％

情報通信・運輸・その他 8.9％ 19.0％

業種別の認知度

①建設業

20.0%

②製造業

16.6%

⑤卸・小売業

20.6%

⑥飲食店・

宿泊業

7.5%

⑦不動産業

5.6%

⑧サービス業

20.3%

③情報通信業・

運輸・その他
9.5%

※有効回答：856件



中小企業からの回答（売上高別）

６

○売上高別に見ると、売上高５，０００万円以上については、規模が大きくなる程、認知度、導入度ともに高くなっている。

売上高別の認知度

売上高別の認知先における導入度

知っている 知らない

3,000万円未満 14.9％ 85.1％

3,000～5,000万円未満 13.5％ 86.5％

5,000～1億円未満 17.5％ 82.5％

1億円～3億円未満 22.7％ 77.3％

3億円～5億円未満 31.9％ 68.1％

5億円～30億円未満 37.7％ 62.3％

30億円以上 37.8％ 62.2％

「導入している」 「導入している」＋「ほぼ導入している」

3,000万円未満 4.3％ 9.6％

3,000～5,000万円未満 1.9％ 3.8％

5,000～1億円未満 7.1％ 9.5％

1億円～3億円未満 6.7％ 12.6％

3億円～5億円未満 12.1％ 24.2％

5億円～30億円未満 10.9％ 23.2％

30億円以上 8.9％ 26.7％

①3,000万円

以下
12.1%

②3,000～
5,000万円以

下
6.8%

③5,000～1
億円以下
16.4%

④1億～3億
円以下

30.0%

⑤3億～5億
円以下

11.5%

⑥5億～30億
円以下

17.5%

⑦30億円超

5.8%

※有効回答：811件

（参考）売上高別回答構成比



中小企業からの回答（従業員数別）

７

○従業員数別の認知度はいずれも２割程度となっているが、導入度をみると５人以下の導入割合が低くなっている。

従業員数別の認知度

従業員数別の認知先における導入度

知っている 知らない

５人以下 24.4％ 75.6％

６～１０人以下 20.1％ 24.6％

１１～２０人以下 24.6％ 75.4％

２１～５０人以下 19.7％ 80.3％

５０～１００人以下 19.6％ 80.4％

１０１人以上 26.9％ 73.1％

「導入している」 「導入している」＋「ほぼ導入している」

５人以下 3.6％ 6.8％

６～１０人以下 9.6％ 16.6％

１１～２０人以下 7.3％ 15.2％

２１～５０人以下 8.1％ 13.5％

５０～１００人以下 19.6％ 39.3％

１０１人以上 6.5％ 29.0％

（参考）従業員別回答構成比

①5人以下
31%

②6～10人
20%③11～20人

20%

⑤21～50人
18%

⑥51～100人
7%

⑦100人以上
4%

※有効回答：834件



中小企業からの回答（経理・財務担当の人数）

８

①0人
12.2%

②1人
58.2%

③2人
17.9%

④3人
6.5%

⑤4人以上

5.2%

※有効回答：804件

経理・財務担当の人員数

○経理・財務担当の人員数は、１名が最も多く、６割を占める。
○経理・財務担当人数別の認知度、導入度ともに０人の割合が低くなっている。

経理・財務担当人数別の認知度

経理・財務担当人数別の認知先における導入度

知っている 知らない

０人 13.2％ 86.8％

１人 21.9％ 78.1％

２人 30.1％ 53.8％

３人 53.8％ 46.2％

４人以上 37.5％ 62.5％

「導入している」 「導入している」＋「ほぼ導入している」

０人 3.3％ 6.6％

１人 7.0％ 13.2％

２人 12.5％ 18.4％

３人 13.5％ 36.5％

４人以下 7.5％ 22.5％



中小企業からの回答（経理事務の状況）

９

○会計ソフトに入力し、専門家のチェックを受けている対応が最も多く、６割超。次いで、記帳代行が２割強。自社で決算
書を作成している先は３％にとどまる。

○記帳代行の認知度、導入度はともに低い割合となっている。

経理事務の状況別の認知度

経理事務の状況別の認知先における導入度

知っている 知らない

記帳代行 9.3％ 90.7％

自社の会計ソフト等に入力しており、定期
的に会計専門家のチェックを受けている

29.5％ 70.5％

会計参与を設置し、自社で決算書を作成 27.3％ 72.7％

その他 29.2％ 70.8％

「導入している」 「導入している」＋「ほぼ導入している」

記帳代行 3.1％ 4.0％

自社の会計ソフト等に入力しており、定期
的に会計専門家のチェックを受けている

9.7％ 26.6％

会計参与を設置し、自社で決算書を作成 0.0％ 25.0％

その他 5.6％ 23.5％

①自社で記帳、

伝票入力は行っ

ておらず、納品

書、請求書、領

収書等を会計専

門家（税理士・

公認会計士等）

に提出している

（記帳代行）
24.7%

②自社の会計ソ

フト等に入力し

ており、定期的

に会計専門家の

チェックを受けて

いる
63.9%

③会計参与を設

置し、自社で決

算書を作成
2.7%

④その他

8.8%

※有効回答：830件

経理事務の状況



中小企業からの回答（記帳の頻度）

１０

○記帳の頻度は、毎日が４割強と最も多くを占めている一方、毎月も４割弱を占めている。
○記帳の頻度が高い方が、認知度、導入度が高くなっている。

記帳の頻度別の認知度

記帳の頻度別の認知先における導入度

知っている 知らない

毎営業日 34.5％ 90.7％

毎週 21.4％ 70.5％

毎月 17.8％ 72.7％

四半期～年１回 6.1％ 70.8％

その他・不明 12.5％ 87.5％

「導入している」 「導入している」＋「ほぼ導入している」

毎営業日 11.1％ 22.5％

毎週 5.1％ 12.2％

毎月 5.6％ 9.1％

四半期～年１回 0.0％ 2.0％

その他・不明 0.0％ 4.8％

①毎営業

43.6%

②毎週

12.3%

③毎月

35.5%

④四半期～年１回

6.0%

⑤その他・不明

2.5%

※有効回答：828件

記帳の頻度


